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第４次 第５次

123,571 123,571 133,902 133,902

1 総
人事、給与
制度の調
査、研究

人事・給与制度の適
正化及び職員の労働
環境の整備を通じて
職員の労働意欲を高
める。

職員
内
部

任期付職員任用制
度、転任試験制度に
ついては調査終了。
複線型人事コース制
度、非常勤職員等勤
務条件については引
き続き調査を行う。

Ｂ 1

人材育成基本
方針の推進(人
事評価システ
ムの本格実施
を含む）

現状維
持

なし
予算
なし

1
人事、給与
制度の調
査、研究

複線型人事
コース制度の
調査、研究

制度の実施の
ための準備時
期

平成２１
年３月

平成２１
年３月

複線型人事
コース制度の
調査、研究

制度の実施の
ための準備時
期

平成２２
年３月 1

人材育成基本
方針の推進(人
事評価システ
ムの本格実施
を含む）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
人事、給与
制度の調
査、研究

任期付職員任
用制度の調査
等

任期付職員任
用制度の調
査、検討期限

９月 １２月
育児短時間制
度の調査、研
究

育児短時間制
度の調査、研
究期限

９月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
人事、給与
制度の調
査、研究

非常勤職員、
臨時職員勤務
条件等の規程
の整備

非常勤職員、
臨時職員勤務
条件等の調
査、研究期限

１２月
平成２１
年３月

非常勤職員、
臨時職員勤務
条件等の規程
の整備

非常勤職員、
臨時職員勤務
条件等の調
査、研究期限

１２月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
人事、給与
制度の調
査、研究

転任試験制度
の調査研究

転任試験制度
の調査、研究
期限

７月 ７月 完 終了

2 総
人事、給与
関係例規の
整備、改廃

市民の理解を得られ
る社会情勢に配意し
た制度を整備する。

職員
内
部

災害応急作業手当の
新設、特別職給与条
例等の改正、一般職
の任期付職員採用条
例の新設などを行っ
た。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

2
人事、給与
関係例規の
整備、改廃

給与条例等の
改正

改正案の例規
等審査会への
提案、議会へ
の上程時期

１２月 ３月
給与条例等の
改正

改正案の例規
等審査会への
提案、議会へ
の上程時期

１２月・
３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
特別職の人
事手続

特別職としての適任
者を選任、任命又は
法務大臣に推薦す
る。

特別職
内
部

特別職の任期満了に
合わせ人事手続きを
適切に行った。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

3
特別職の人
事手続

主管課との連
絡調整

特別職の任期
満了に間に合
うように実施
人数

４名実施 ４名実施
主管課との連
絡調整

特別職の任期
満了に間に合
うように実施
人数

６名実施
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
特別職の人
事手続

議会の同意及
び選任、任命
又は法務大臣
への推薦

議会の同意を
得たうえで、
特別職の選
任、任命又は
推薦を実施人
数

４名実施 ４名実施

議会の同意及
び選任、任命
又は法務大臣
への推薦

市議会の同意
を得たうえ
で、特別職の
選任、任命又
は推薦を実施
人数

６名実施
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
特別職の人
事手続

特別職の登録
台帳の整備

任期などの情
報を含んだ
データベース
の構築人数

４名実施 ４名実施
特別職の登録
台帳の整備

任期などの情
報を含んだ
データベース
の構築人数

６名実施
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総 職員交流

神奈川県との職員の
交流を通じて相互理
解と相互応援の充実
を図る

職員
内
部

神奈川県との交流に
加え、平塚市とも職
員交流を行った。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

4 職員交流 庁内調整 庁内周知回数 年1回 年1回 庁内調整 庁内周知回数 年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 職員交流 交流の申し出
交流職員申出
書の提出及び
受理回数

年１回 年２回 交流の申し出
交流職員申出
書の提出及び
受理回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 職員交流 協定書の締結
協定書の締結
回数

年１回 年２回 協定書の締結
協定書の締結
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 職員交流 発令式 発令回数 年１回 年１回 発令式 発令回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値 実績値

活動

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

活動量・サービス量の達成状況実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

実績

活動ごとの
決算額

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

職員課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

職員課
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実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値 実績値

活動

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

活動量・サービス量の達成状況実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

実績

活動ごとの
決算額

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

職員課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

職員課

5 総 職員派遣

神奈川県後期高齢者
医療広域連合の後期
高齢者医療の円滑な
運営を図る。寒川町
と広域リサイクルセ
ンター建設に関わる
業務を行う。藤沢
市、寒川町との広域
都市行政を強化し、
広域行政課題への対
応を図る。

職員
内
部

神奈川県後期高齢者
医療広域連合、寒川
町、藤沢市に職員派
遣を行い、連携を
図った。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

5 職員派遣 協定書の締結 確認回数 年１回 年３回 協定書の締結 確認回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5 職員派遣 覚書の確認 確認回数 年１回 年３回 覚書の確認 確認回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5 職員派遣 発令式 確認回数 年１回 年１回 発令式 確認回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
給与実態調
査

全国の地方公務員の
給与実態を明らかに
し、地方公務員の給
与に関する制度の基
礎資料を作成する。

総務省
内
部

県から依頼のあった
給与に関する実態調
査を行い、調査票を
作成し、県へ提出し
た。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

6
給与実態調
査

調査及び調査
票の作成

調査実施 ６月 ６月
調査及び調査
票の作成

調査実施 ６月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
職員の採
用、退職、
再任用

必要な人材の確保
し、及び退職者の補
充を行う。

受験
者・職

員

内
部

3,846

採用試験、退職発令
件数については予定
より多く行った。再
任用の事務手続きに
ついてはほぼ予定通
り行った。

Ａ 4,164 2
職員の人材確
保

現状維
持

なし 維持

7
職員の採
用、退職、
再任用

採用情報の広
報

受験者数
１５００
人

１３７６
人

2,610
採用情報の広
報

受験者数
１５００
人

2,520 2
職員の人材確
保

可
必
要

済
不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

維持

7
職員の採
用、退職、
再任用

採用試験委託
採用試験委託
の回数

年２回 年５回 1,236 採用試験委託
採用試験委託
の回数

年２回 1,308 2
職員の人材確
保

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
職員の採
用、退職、
再任用

採用試験の実
施

採用試験の実
施回数

年２回 年５回
採用試験の実
施

採用試験の実
施回数

年２回 336 2
職員の人材確
保

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員、臨
時職員の活用

維持

7
職員の採
用、退職、
再任用

採用発令 発令者数 ７０人 １５５人 採用発令 発令者数 ７０人 2
職員の人材確
保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
職員の採
用、退職、
再任用

普通退職者の
退職事務手続

退職事務手続
の実施人数

１５人 ３３人
普通退職者の
退職事務手続

退職事務手続
の実施人数

１５人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
職員の採
用、退職、
再任用

定年退職者の
退職事務手続

退職事務手続
の実施人数

４６人 ５３人
定年退職者の
退職事務手続

退職事務手続
の実施人数

５３人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
職員の採
用、退職、
再任用

再任用希望調
査の実施

調査の実施回
数

年１回 年１回
再任用希望調
査の実施

調査の実施回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
職員の採
用、退職、
再任用

選考委員会議
の開催

会議の開催回
数

年１回 年１回
選考委員会議
の開催

会議の開催回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値 実績値

活動

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

活動量・サービス量の達成状況実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

実績

活動ごとの
決算額

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

職員課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

職員課

7
職員の採
用、退職、
再任用

再任用職員の
採用発令

採用の決定人
数

５７人 ５６人
再任用職員の
採用発令

採用の決定人
数

７８人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
職員の採
用、退職、
再任用

転任試験
試験の実施回
数

年１回
年１回
（１２
人）

転任試験
試験の実施回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
臨時職員の
採用

臨時職員の採用を行
う。

臨時職
員登録

者

内
部

14,258
原課の要求に即した
適切な事務を行っ
た。

Ａ 20,799
現状維

持
有り 維持

8
臨時職員の
採用

臨時職員の登
録

登録受付日数 ２４３日 ２４３日
臨時職員の登
録

登録受付日数 ２４２日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
臨時職員の
採用

臨時職員の選
定

適正な選定割
合

１００％

１００％
(任用者
１８１
人）

臨時職員の選
定

適正な選定割
合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 22
・常勤的臨時職員に
ついて嘱託職員化の
検討

予算
なし

8
臨時職員の
採用

臨時職員の採
用

雇用書の発行
数

６０件 ５２件 14,258
臨時職員の採
用

雇用書の発行
数

６０件 20,799
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8
臨時職員の
採用

任用実績調査
全庁的な任用
実績の調査回
数

年１回 年１回 任用実績調査
全庁的な任用
実績の調査回
数

毎月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
臨時職員の
社会保険料
事務

臨時職員の社会保険
料事務を適切に行
う。

臨時職
員登録

者

内
部

13,150
保険への加入手続
き・支払い等の事務
を適切に行った。

Ａ 16,388
現状維

持
なし 維持

9
臨時職員の
社会保険料
事務

臨時職員の社
会保険料事務

社会保険、雇
用保険への加
入割合

１００％ 13,150
臨時職員の社
会保険料事務

社会保険、雇
用保険への加
入割合

１００％ 16,388
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10 総
非常勤嘱託
職員の採用

非常勤嘱託職員の採
用を行う。

受験者
内
部

原課の要求に即した
適切な事務を行っ
た。

Ａ 現状維
持

有り 維持

10
非常勤嘱託
職員の採用

 
採用試験案内
の作成及び公
表

試験概要を決
定・公表回数

年１回 年２回
採用試験案内
の作成及び公
表

試験概要を決
定・公表回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10
非常勤嘱託
職員の採用

採用試験の実
施

試験の実施回
数

年１回 年２回
採用試験の実
施

試験の実施回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10
非常勤嘱託
職員の採用

採用発令
採用の決定人
数

１９人 １６人 採用発令
採用の決定人
数

２４人
不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 22

・常勤的に臨時職員
が雇用されている職
場について非常勤嘱
託職員の活用を推進
し、職員の負担軽減
を図る。

予算
なし

11 総 身元保証

職員が本市に損害を
与えた場合、その賠
償責任を身元保証人
と連帯して負わせ
る。

新規採
用職員

内
部

身元保証書の提出事
務を適正に行った。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

11 身元保証
新採用職員の
身元保証書の
提出

身元保証書の
提出期限

採用から
５日以内

採用から
５日以内

新採用職員の
身元保証書の
提出

身元保証書の
提出期限

採用から
５日以内

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総

職務専念義
務の免除、
営利企業従
事許可

一定の要件を満たす
場合において職務専
念義務を免除し、ま
た営利企業従事許可
を与える。

職員
内
部

職務専念義務の免除
及び営利企業従事許
可の手続きを適正に
行った。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし
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事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分
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市
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③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
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他

③
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②
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の
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の
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性

事業手法

④
継
続
性

職員課

12

職務専念義
務の免除、
営利企業従
事許可

職務専念義務
の免除

適正な処理率 １００％
１００％
（７３９
件）

職務専念義務
の免除

適正な処理率 １００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12

職務専念義
務の免除、
営利企業従
事許可

営利企業従事
の許可

適正な処理率 １００％
１００％
（４９
件）

営利企業従事
の許可

適正な処理率 １００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総 身分証明
職員から依頼された
各種証明について証
明書を発行する。

職員
内
部

身分等の証明の発行
を適正に行った。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

13 身分証明
身分等の証明
の発行

適正な手続割
合

１００％
１００％
(１２０
件）

身分等の証明
の発行

適正な手続割
合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
賞罰（分
限、懲戒）

職員の勤務状況に応
じて賞罰を行い、職
員の志気を高め、公
務能率及び規律と秩
序を維持する。

職員
内
部

分限及び懲戒処分に
ついて適正な手続き
で処分を行った。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

14
賞罰（分
限、懲戒）

　
職員の業績表
彰の候補者の
推薦

業績表彰の候
補者の推薦時
期

随時 １回
職員の業績表
彰の候補者の
推薦

業績表彰の候
補者の推薦時
期

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
賞罰（分
限、懲戒）

公務員として
の適格性の欠
如等による職
員の意に反す
る処分

迅速かつ適正
な手続きによ
る分限処分割
合

１００％ 事例なし

公務員として
の適格性の欠
如等による職
員の意に反す
る処分

迅速かつ適正
な手続きによ
る分限処分割
合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
賞罰（分
限、懲戒）

職員の一定の
義務違反に対
し、道義的責
任を問う制裁
としての処分

迅速かつ適正
な手続きによ
る懲戒処分割
合

１００％
１００％
(３人）

職員の一定の
義務違反に対
し、道義的責
任を問う制裁
としての処分

迅速かつ適正
な手続きによ
る懲戒処分割
合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
賞罰（分
限、懲戒）

処分等の公表
の仕方の改善

記者発表され
た不祥事に対
する処分等の
公表

随時 ２回
処分等の公表
の仕方の改善

記者発表され
た不祥事に対
する処分等の
公表

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総
職員考査委
員会

表彰及び分限、懲戒
等を公平・公正に行
うため、対象職員に
関する事項について
調査審議する。

職員
内
部

職員考査委員会を随
時開催し、職員の分
限、懲戒等について
の審議を行った。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

15
職員考査委
員会

職員考査委員
会の開催

会議の開催回
数

随時 ４回
職員考査委員
会の開催

会議の開催回
数

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16 総
服務向上推
進委員会

職員の服務の向上を
図るための施策を検
討する。

職員
内
部

夏季の服装等につい
て検討し、職員へ周
知をした。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

16
服務向上推
進委員会

服務向上推進
委員会の開催

会議の開催回
数

年１回 １回
服務向上推進
委員会の開催

会議の開催回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
昇給、昇
格、給与の
決定

職員の志気を高め、
また、職員の資格に
見合う給与を支給す
る。

職員
内
部

採用職員の初任給の
決定、昇給・昇格の
事務を適切に行っ
た。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

17
昇給、昇
格、給与の
決定

昇給候補者の
評価及び昇給
通達の作成

昇給候補者の
号給の決定回
数

年１回 年１回
昇給候補者の
評価及び昇給
通達の作成

昇給候補者の
号給の決定回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17
昇給、昇
格、給与の
決定

昇格候補者の
選定及び昇格
辞令の作成

昇格基準該当
職員の抽出回
数

年３回、
必要の都
度

年３回
昇格候補者の
選定及び昇格
辞令の作成

昇格基準該当
職員の抽出回
数

年３回、
必要の都
度

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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②
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費
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達
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活動
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④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
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性
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④
継
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性

職員課

17
昇給、昇
格、給与の
決定

採用職員の初
任給決定

職員の学歴、
職歴等の確認
時期

９月、３
月

９月、３
月

採用職員の初
任給決定

職員の学歴、
職歴等の確認
時期

９月、３
月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総
勤務時間、
休憩等職員
の勤務条件

職員の適正な労働時
間を確保する。

職員
内
部

時間外勤務縮減のた
め各所属で年度当初
に目標を設定し、４
半期毎に報告書を提
出させた。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

18
勤務時間、
休憩等職員
の勤務条件

時間外・特
勤、休暇等の
管理

例月データ確
認、四半期ご
との報告提出
頻度

例月デー
タ確認、
四半期ご
との報告
提出

例月デー
タ確認、
四半期ご
との報告
提出

時間外・特
勤、休暇等の
管理

例月データ確
認、四半期ご
との報告提出
頻度

例月デー
タ確認、
四半期ご
との報告
提出

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総

時間外勤務
手当、特殊
勤務手当の
支給

例月の時間外勤務手
当及び特殊勤務手当
の取りまとめ及び計
算を行う

職員
義
務

適正な経路で時間外
勤務手当及び特殊勤
務手当の申請をして
いるか確認し、適正
に支給した。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

19

時間外勤務
手当、特殊
勤務手当の
支給

条例に基づく
適正な時間外
勤務手当、特
殊勤務手当の
支給事務

時間外勤務手
当、特殊勤務
手当の支給事
務回数

年１２回 年１２回

条例に基づく
適正な時間外
勤務手当、特
殊勤務手当の
支給事務

時間外勤務手
当、特殊勤務
手当の支給事
務回数

年１２回 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

予算
なし

20 総

職員給与の
支給及び各
種引去金及
び年末調整
事務

給料、扶養手当、住
居手当、通勤手当の
認定、共済会・財
形・市町村県民税・
所得税の引き去り、
及び年間支給給与の
年末調整事務

職員
義
務

職員の給与からの引
き去りや手当等を確
認し、１２月には年
末調整を行い滞りな
く給与支給を行っ
た。

Ａ 現状維
持

なし 維持

20

職員給与の
支給及び各
種引去金及
び年末調整
事務

条例に基づく
給与支給、引
き去り事務

給与の支払回
数

年１２回 年１２回
条例に基づく
給与支給、引
き去り事務

給与の支払回
数

年１２回
現状維

持
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20

職員給与の
支給及び各
種引去金及
び年末調整
事務

条例に基づく
給与支給、引
き去り事務

給与（期末・
勤勉手当）の
支払時期

６月・１
２月

６月・１
２月

条例に基づく
給与支給、引
き去り事務

給与（期末・
勤勉手当）の
支払時期

６月・１
２月

現状維
持

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20

職員給与の
支給及び各
種引去金及
び年末調整
事務

所得税法事務
年末調整の実
施時期

１２月 １２月 所得税法事務
年末調整の実
施時期

１２月
現状維

持
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

21 総
職員の賠償
責任

国家賠償責任法によ
り事務の適正手続を
実施する。

職員
内
部

事故等により職員の
賠償責任が発生した
場合、国家賠償責任
法による事務の適正
手続を実施する。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

21
職員の賠償
責任

職員の賠償責
任の確認

事故発生件数 ０件 ０件
職員の賠償責
任の確認

事故発生件数 ０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22 総
職員の出張
命令の調整

経費削減のため、職
員の出張の必要性に
ついて協議・調整す
る。

職員
内
部

経費削減のため、職
員の出張の必要性に
ついて協議・調整し
た。

Ｂ 現状維
持

なし
予算
なし

22
職員の出張
命令の調整

宿泊・県外出
張の協議

適正な協議、
調整割合

１００％
１００％
(５１人）

宿泊・県外出
張の協議

適正な協議、
調整割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総 旅費の支給
出張命令の経路確認
及び旅費の支給を行
う。

職員
（病院
を除
く）

義
務

 12,255

適正な経路で出張の
申請をしているか確
認し、適正な旅費を
支給した。

Ａ 12,183
現状維

持
なし 維持

23 旅費の支給
条例に基づく
適正な旅費支
給事務

旅費の支給事
務回数

年１２回 年１２回 12,255
条例に基づく
適正な旅費支
給事務

旅費の支給事
務回数

年１２回 12,183
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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）
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②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
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（合計）
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①
人
件
費
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事
業
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③
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③
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②
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事業手法

④
継
続
性

職員課

24 総
職員の配置
替

人事異動により職員
の経験を深め、組織
を活性化させる。

職員
内
部

721
職員に意向調査を行
い、配置替えを行っ
た。

Ａ 103
現状維

持
なし

予算
なし

24
職員の配置
替

意向調査の実
施

実施回数 年１回 年１回
意向調査の実
施

実施回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24
職員の配置
替

異動の実施 異動の回数 年２回 年３回 721 異動の実施 異動の回数 年２回 103
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24
職員の配置
替

人事異動通知
書の交付

交付人数 ４００人 ５２３人
人事異動通知
書の交付

交付人数 ４００人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
人事評価シ
ステム

評価結果を人事・給
与等の処遇に反映さ
せることにより「が
んばった職員が報わ
れる」ことを職員が
実感できるようにす
る。

職員
内
部

人事評価システムの
評価を実施し、担当
課長以上の管理職に
は処遇への反映を
行った。

Ｂ 1

人材育成基本
方針の推進(人
事評価システ
ムの本格実施
を含む）

現状維
持

なし
予算
なし

25
人事評価シ
ステム

①業績評価
②能力、意
欲・態度評価

評価の回数 年３回 年３回
①業績評価
②能力、意
欲・態度評価

評価の回数 年３回 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

予算
なし

25
人事評価シ
ステム

管理職の評価
結果を異動・
昇給・勤勉手
当に反映

反映時期

H2１.4
異動・昇
給６月・
１２月勤
勉手当

H2１.4
異動・昇
給６月・
１２月勤
勉手当

管理職の評価
結果を異動・
昇給・勤勉手
当に反映

反映時期

H22.4異
動・昇給
６月・１
２月勤勉
手当

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

予算
なし

25
人事評価シ
ステム

主幹以下の職
員を対象に人
事評価システ
ムの本格実施

実施に向けた
準備時期

平成２１
年３月

平成２１
年３月

主幹以下の職
員を対象に人
事評価システ
ムの本格実施

実施に向けた
準備時期

平成２１
年１２月

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

予算
なし

25
人事評価シ
ステム

研修及び説明
会の実施

研修及び説明
会の実施回数

年１回 年１回
研修及び説明
会の実施

研修及び説明
会の実施回数

年１回 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

予算
なし

26 総
公益通報者
保護制度

公益通報者を保護
し、行政の適正な運
営を図る。

職員
内
部

引き続き担当部局の
再検討を行う。 Ｃ 現状維

持
なし

予算
なし

26
公益通報者
保護制度

担当部局の再
検討を行う。

検討期限
平成２１
年３月

平成２１
年３月

職員通報に関
して組織改正
時に担当課を
決定する

検討期限
平成21
年12月

不
可

必
要

可
不
可

無 なし
予算
なし

27 総
特別職員報
酬等審議会

市長の諮問に応じて
特別職等の報酬等の
額について調査審議
し、その結果を答申
し、又は意見を建議
する。

特別職
及び議

員

内
部

182

特別職員報酬等審議
会を３回開催し、特
別職の報酬について
審議した。

Ａ 373
現状維

持
なし 維持

27
特別職員報
酬等審議会

審議会の開催

諮問に対する
答申又は意見
の建議を実施
回数

年３回 年３回 182 審議会の開催

諮問に対する
答申又は意見
の建議を実施
回数

年４回 373
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

28 総 労使交渉

働きやすい職場環境
を整備する中で、職
員の円滑な業務運営
に資する。

職員団
体

内
部

１６回の団体交渉等
を含め、円滑な調整
を行った。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

28 労使交渉
協議及び交渉
の実施

実施回数 随時

団体交渉
等16回
定例折衝
12回
臨時折衝
60回

協議及び交渉
の実施

実施回数 随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
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営
の

必
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性
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算
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性

事業手法

④
継
続
性

職員課

29 総
人材育成基
本方針

茅ヶ崎市職員のある
べき姿を示し、今後
の人事給与制度の方
向性を内外に示す。

職員
内
部

人事評価システムに
ついては、２２年度
からの主幹以下の職
員への本格実施の準
備を行った。複線型
人事コース制度につ
いても制度実施に向
けた準備を行ってい
る。

Ｂ 1

人材育成基本
方針の推進(人
事評価システ
ムの本格実施
を含む）

現状維
持

予算
なし

29
人材育成基
本方針

人事評価シス
テムの実施

能力評価・業
績評価の実
施・本格実施
時期

平成２１
年３月

平成２１
年３月

人事評価シス
テムの実施

能力評価・業
績評価の実
施・本格実施
時期

平成２２
年１月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
人材育成基
本方針

複線型人事
コース制度
（案）の整備

制度の実施準
備時期

平成２１
年３月

平成２１
年３月

複線型人事
コース制度の
整備

制度の完成時
期

平成２２
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
人材育成基
本方針

希望降任制度
の運用

希望降任制度
の周知と受付
時期

平成２１
年３月

平成２１
年３月
（２人）

希望降任制度
の運用

希望降任制度
の周知と受付
時期

平成２２
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 総 階層別研修
職位毎に求められる
基礎的知識の習得を
はかる。

職員
内
部

3,849
研修計画に従い適切
に実施した。 Ａ 3,269

現状維
持

なし 維持

30 階層別研修 研修の企画
企画する研修
の回数

年１４回 年１４回 研修の企画
企画する研修
の回数

年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 階層別研修 講師の選定
研修講師の選
定回数

年１４回 年１４回 講師の選定
研修講師の選
定回数

年１２回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

30 階層別研修 庶務的事務
通知の発送回
数

年１４回 年１４回 庶務的事務
通知の発送回
数

年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 階層別研修 研修の実施
研修の実施回
数

年１４回 年１４回 3,849 研修の実施
研修の実施回
数

年１２回 3,269 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

維持

30 階層別研修 満足度の把握 受講者満足度 ４．０ ４．０ 満足度の把握 受講者満足度 ４．０
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 階層別研修 研修の評価
研修評価票の
作成回数

年１４回 年１４回 研修の評価
研修評価票の
作成回数

年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総 特別研修

複雑化、高度化する
行政ニーズに幅広
く、柔軟に対応でき
る能力の開発をはか
る。

職員
内
部

4,497
研修計画に従い適切
に実施した。 Ａ 5,575

現状維
持

なし 維持

31 特別研修 研修の企画
企画する研修
の回数

年２０回 年２０回 研修の企画
企画する研修
の回数

年２４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 特別研修 講師の選定
研修講師の選
定（外部講
師）回数

年２０回 年２０回 講師の選定
研修講師の選
定（外部講
師）回数

年２４回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

31 特別研修 庶務的事務
通知の発送回
数

年２０回 年２０回 庶務的事務
通知の発送回
数

年２４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 特別研修 研修の実施
研修の実施回
数

年２０回 年２０回 4,497 研修の実施
研修の実施回
数

年２４回 5,575 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

維持
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③
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③
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②
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④
継
続
性
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31 特別研修 満足度の把握 受講者満足度 ４．０ ４．１ 満足度の把握 受講者満足度 ４．０
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 特別研修 研修の評価
研修評価票の
作成回数

年２０回 年２０回 研修の評価
研修評価票の
作成回数

年２４回 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 22
非常勤嘱託職員の活
用

予算
なし

32 総 職場研修
学習的職場風土を醸
成し、活力ある職場
を創造する。

職員
内
部

概ね良好に実施され
ているが、未実施課
かいの減少に向けた
誘導が必要である。

Ａ 4
職場内研修の
充実

現状維
持

なし
予算
なし

32 職場研修
接遇指導員の
推薦依頼

推薦の依頼回
数

年１回 年１回
接遇指導員の
推薦依頼

推薦の依頼回
数

年１回 4
職場内研修の
充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 職場研修
接遇指導員の
任命

任命回数 年１回 年１回
接遇指導員の
任命

任命回数 年１回 4
職場内研修の
充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 職場研修
職場指導員の
推薦依頼

推薦の依頼回
数

年１回 年１回
職場指導員の
推薦依頼

推薦の依頼回
数

年１回 4
職場内研修の
充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 職場研修
職場指導員の
任命

任命回数 年１回 年１回
職場指導員の
任命

任命回数 年１回 4
職場内研修の
充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 職場研修
新採用職員に
対するフォ
ロー

面談の実施回
数

年２回 年２回
新採用職員に
対するフォ
ロー

面談の実施回
数

年２回 4
職場内研修の
充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 職場研修 庶務的事務
職場研修実施
状況の把握回
数

年２回 年２回 庶務的事務
職場研修実施
状況の把握回
数

年２回 4
職場内研修の
充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 職場研修 啓発

職場研修実施
状況の分析及
び啓発通知把
握回数

年１回 年１回 啓発

職場研修実施
状況の分析及
び啓発通知把
握回数

年１回 4
職場内研修の
充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33 総 派遣研修
専門的な知識を身に
つける。

職員
内
部

1,046
適切な研修講座の選
定により、実施成果
が上がっている。

Ａ 1,398
現状維

持
なし 維持

33 派遣研修
市町村職員中
央研修所への
派遣

派遣講座数 １６講座 １３講座 409
市町村職員中
央研修所への
派遣

派遣講座数 １６講座 500
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 派遣研修
全国市町村国
際文化研修所
への派遣

派遣講座数 ３講座 １講座 18
全国市町村国
際文化研修所
への派遣

派遣講座数 ３講座 120
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 派遣研修
市町村研修セ
ンターへの派
遣

派遣講座数 39講座 ３７講座 249
市町村研修セ
ンターへの派
遣

派遣講座数 39講座 278
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 派遣研修
自治総合研究
センターへの
派遣

派遣講座数 ２講座 １講座
自治総合研究
センターへの
派遣

派遣講座数 ２講座
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33 派遣研修
都市整備技術
センターへの
派遣

派遣講座数 ６講座 １１講座
都市整備技術
センターへの
派遣

派遣講座数 ６講座
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし



業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 9/13

第４次 第５次

123,571 123,571 133,902 133,902

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値 実績値

活動

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

活動量・サービス量の達成状況実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

実績

活動ごとの
決算額

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
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33 派遣研修
神奈川県県土
整備部への派
遣

派遣講座数 １講座 0
神奈川県県土
整備部への派
遣

派遣講座数 １講座
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33 派遣研修
自治大学校へ
の派遣

派遣人数 １人 １人 114
自治大学校へ
の派遣

派遣人数 １人 200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 派遣研修
国土交通大学
校への派遣

派遣講座数 ２講座 ２講座
国土交通大学
校への派遣

派遣講座数 ２講座
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33 派遣研修
各種研修会へ
の派遣

派遣講座数 １５講座 １２講座 256
各種研修会へ
の派遣

派遣講座数 １５講座 300
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

34 総
国内行政視
察研修

他団体の行政制度等
の実態を具体的に調
査する。

職員
内
部

216

適切な視察市・事業
の選定により、実施
成果が上がってい
る。

Ａ 280
現状維

持
なし 維持

34
国内行政視
察研修

派遣職員の募
集及び選定

派遣職員の募
集及び選定回
数

年１回 年１回
派遣職員の募
集及び選定

派遣職員の募
集及び選定回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
国内行政視
察研修

派遣職員の選
考

選考回数 年１回 年１回
派遣職員の選
考

選考回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
国内行政視
察研修

職員の派遣 派遣人数 4人 4人 216 職員の派遣 派遣人数 4人 280
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35 総
合同研修会
事業

平塚市との協調を図
るとともに両市共通
の課題を解決するた
め、合同研修を行
う。

茅ヶ崎
市と平
塚市の
職員

内
部

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

35
合同研修会
事業

テーマの選定
等研修会の事
前準備

打合せ及び講
師の選定回数

年１回 年１回
テーマの選定
等研修会の事
前準備

打合せ及び講
師の選定回数

年１回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

35
合同研修会
事業

研修会の開催 開催回数 年１回 年１回 研修会の開催 開催回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

36 総
衛生管理者
の育成

労働安全衛生法に基
づく衛生管理者の育
成を図る。

職員
内
部

44
各事業所ごとの計画
に従い、適切な育成
を行っている。

Ａ 44
現状維

持
なし 維持

36
衛生管理者
の育成

講習会への派
遣

講習会への派
遣人数

２人 ２人 44
講習会への派
遣

講習会への派
遣人数

２人 44
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37 総
自主研究グ
ループ活動
支援

認定された自主研究
グループに対する支
援を行う。

職員
内
部

適切な支援活動を
行っている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

37
自主研究グ
ループ活動
支援

自主研究グ
ループの募集
及び選定

派遣職員の募
集及び選定回
数

年１回 年１回
自主研究グ
ループの募集
及び選定

派遣職員の募
集及び選定回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

38 総
インターン
シップの受
入れ

学生が社会に対する
理解を深め、実践的
な知識を身に付ける
ため実施する。

職員
内
部

受入課との調整が円
滑に実施できた。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし
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38
インターン
シップの受
入れ

受入れ先の調
整

受入れの依頼
回数

年１回 年１回
受入れ先の調
整

受入れの依頼
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

38
インターン
シップの受
入れ

協定書の締結
協定書の締結
件数

年4件 年７件 協定書の締結
協定書の締結
件数

年4件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

38
インターン
シップの受
入れ

障害者の就労
体験に関する
検討

就労体験の受
け入れにかか
る関係各課と
の協議・調整
回数

随時 １３回
障害者の就労
体験に関する
検討

就労体験の受
け入れにかか
る関係各課と
の協議・調整
回数

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

39 総
研修概要の
作成

研修概要を作成す
る。

職員
内
部

計画どおり６月市議
会開催前に作成・配
布することができ
た。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

39
研修概要の
作成

研修概要の作
成

概要の作成回
数

年１回 年１回
研修概要の作
成

概要の作成回
数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

39
研修概要の
作成

庁内外への周
知

周知回数 年１回 年１回
庁内外への周
知

周知回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40 総
研修用品の
整備

各種研修を効率的に
実施するため、必要
な物品を整える

職員
内
部

680

インセンティブ予算
に伴う研修用テレビ
の購入のほか、適切
な執行をした。

Ａ 481
現状維

持
なし 維持

40
研修用品の
整備

研修用品の整
備

適正な教材等
の手配割合

１００％

１００％
(執行額
680千
円)

680
研修用品の整
備

適正な教材等
の手配割合

１００％ 481
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

41 総

統合庶務
（庶務管理
システムに
関するこ
と）

電子化により、職
員、職員課ともに庶
務管理の作業効率を
高める。

職員
内
部

情報推進課及び委託
業者との連携し、シ
ステムを運用してい
る。

Ａ 現状維
持

予算
なし

41

統合庶務
（庶務管理
システムに
関するこ
と）

情報推進課及
び委託業者と
の連携による
システムの運
用

稼働日数 ３６５日 ３６５日

情報推進課及
び委託業者と
の連携による
システムの運
用

稼働日数 ３６５日
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

42 総
人事給与シ
ステムに関
すること

人事給与情報の一元
管理を行う。

職員
内
部

9,092
人事給与システムに
より人事給与の一元
管理を行っている。

Ａ 9,595
現状維

持
維持

42
人事給与シ
ステムに関
すること

人事給与の一
元管理

稼働日数 ２４５日 ２４５日 9,092
人事給与の一
元管理

稼働日数 ２４５日 9,595
一
般

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

43 総
次世代育成
支援対策の
推進

子育てしやすい職場
環境の整備をはか
る。

職員
内
部

任期付き職員の迅速
な配置等、適切な事
業執行ができた。

Ａ 5
次世代育成胃
炎対策行動計
画の推進

現状維
持

なし
予算
なし

43
次世代育成
支援対策の
推進

任期付職員の
採用制度の充
実

任期付職員の
採用人数

１０人 ２３人
任期付職員の
採用制度の充
実

任期付職員の
採用人数

１５人 5
次世代育成胃
炎対策行動計
画の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

43
次世代育成
支援対策の
推進

見直し後の行
動計画の周知

庁内通知 1回 １回
見直し後の行
動計画の周知

庁内通知 1回 5
次世代育成胃
炎対策行動計
画の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44 総

市共済会に
よる福利厚
生事業の実
施

職員の仕事の能率の
高揚、健康増進を図
る。

職員
（病

院・消
防除
く）

内
部

2,195
様々な事業を実施
し、職員の元気回復
に努めた。

Ａ 2,399
現状維

持
なし 維持
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44

市共済会に
よる福利厚
生事業の実
施

市共済会によ
る福利厚生事
業の実施

実施事業数 ５事業 ５事業 2,195 ,
市共済会によ
る福利厚生事
業の実施

実施事業数 ５事業 2,399 済
不
要

済
不
可

無 なし 維持

45 総

市共済会連
合会による
福利厚生事
業の実施

職員の仕事の能率の
高揚、健康増進を図
る。

職員
内
部

19,934
様々な事業を実施
し、職員の元気回復
に努めた。

Ａ 20,155
現状維

持
なし 維持

45

市共済会連
合会による
福利厚生事
業の実施

市共済会連合
会による福利
厚生事業の実
施

実施事業数 ４事業 19,934

市共済会連合
会による福利
厚生事業の実
施

実施事業数 ４事業 20,155 済
不
要

済
不
可

無 なし 維持

46 総
福利厚生施
設の管理

福利厚生施設として
の円滑な管理運営を
行う。

職員
内
部

弁当の販売や自動販
売機を増設し、施設
を充実させた。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

46
福利厚生施
設の管理

職員会館等の
管理運営事業

利用者数
１日当た
り
２００人

１日当た
り
２００人

職員会館等の
管理運営事業

利用者数
１日当た
り
２００人

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

47 総 財形貯蓄
計画的な財産形成を
図る

職員
内
部

加入や積立額変更の
案内を行った。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

47 財形貯蓄
計画的な財産
形成事業

利用延件数
１３００
件

１３２５
件

計画的な財産
形成事業

利用延件数
１３００
件

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48 総
健康診断実
施事業

職員の健康保持、増
進を効果的に図る。

職員
内
部

10,385
定期健康診断や各種
健診を行い、健康保
持・増進を図った。

Ａ 11,726 3
職員の健康管
理の充実

現状維
持

なし 維持

48
健康診断実
施事業

職員の健康診
断

健康診断の実
施種別

７種類 ７種類 10,385
職員の健康診
断

健康診断の実
施種別

７種類 11,726 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

49 総
保健室の設
置及び運営

病気の予防、早期治
療により、職員の健
康回復の改善を図
る。

職員
内
部

3,298

病気等の治療・健診
結果の指導を行い、
職員の健康管理を
行った。

Ａ 3,322 3
職員の健康管
理の充実

現状維
持

なし 維持

49
保健室の設
置及び運営

職員の健康診
断・指導

保健室の開室 ２４３日 ２４３日 3,298
職員の健康診
断・指導

保健室の開室 ２４１日 3,322 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

50 総
安全衛生委
員、安全衛
生審議会

職員の快適な作業環
境の形成を促進す
る。

職員
内
部

職場巡視を行い、作
業環境の改善を求め
た。

Ａ 3
職員の健康管
理の充実

現状維
持

なし
予算
なし

50
安全衛生委
員会

安全衛生委員
会の開催

実施回数 ６回 ６回
安全衛生委員
会の開催

実施回数 ６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

50
安全衛生審
議会

安全衛生審議
会の開催

実施回数 １回 ０回
安全衛生審議
会の開催

実施回数 １回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51 総
メンタルヘ
ルス対策

職員のこころの健康
の保持増進をはか
る。

職員
内
部

7,518

ＥＡＰや産業医面談
等を実施し、こころ
の健康増進を図っ
た。

Ａ 7,520 3
職員の健康管
理の充実

現状維
持

なし 維持

51
メンタルヘ
ルス対策

産業医による
面談

面談回数 年１２回 年１２回 720
産業医による
面談

面談回数 年１２回 720
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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51
メンタルヘ
ルス対策

なんでもカウ
ンセリング

カウンセリン
グ回数

年６０回 年６０回 1,800
なんでもカウ
ンセリング

カウンセリン
グ回数

年６０回 1,800
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51
メンタルヘ
ルス対策

メンタルヘル
ス研修

研修回数 年２回 年１回 0

ＥＡＰ（職員
支援プログラ
ム）業務にて
実施

完 終了

51
メンタルヘ
ルス対策

ＥＡＰ（職員
支援プログラ
ム）の実施

ＥＡＰ実施時
期

２０年８
月までに
実施

２０年１
１に実施

4,998
ＥＡＰ（職員
支援プログラ
ム）の実施

ＥＡＰ実施時
期

２０年８
月までに
実施

5,000
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

51
メンタルヘ
ルス対策

職務復帰訓練
制度の実施

休職者の円滑
な職務復帰割
合

１００％
５０％
（1人）

職務復帰訓練
制度の実施

休職者の円滑
な職務復帰割
合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

52 総
退隠料及び
遺族扶助料
の支給

遺族に扶助料（年
金）を支給すること
により、生活基盤の
安定を図る。

職員の
遺族

内
部

2,834
滞りなく扶助料を支
給し、生活基盤の安
定を図った。

Ａ 2,835
現状維

持
なし 維持

52
退隠料及び
遺族扶助料
の支給

職員の遺族に
遺族扶助料を
支給

支給回数 年４回 年４回 2,834
職員の遺族に
遺族扶助料を
支給

支給回数 年４回 2,835
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

53 総
職員の被服
等の貸与

公務員としての規
律、自覚の向上を図
る。

職員
内
部

6,192
被服貸与規則に基づ
き貸与を行った。 Ａ 9,981

現状維
持

なし 維持

53
職員の被服
等の貸与

職員の被服等
の貸与

貸与の種類 ２０品目 ２０品目 6,192
職員の被服等
の貸与

貸与の種類 ２１品目 9,981
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

54 総
公務災害補
償事業

職員の生活の安定と
福祉の向上に資す
る。

職員
内
部

7,379
公務災害に係わる補
償を適正かつ迅速に
行った。

Ａ 1,200
現状維

持
なし 維持

54
公務災害補
償事業

議員その他非
常勤職員に係
る公務災害補
償

適正かつ迅速
な処理割合

１００％ １００％ 7,379

議員その他非
常勤職員に係
る公務災害補
償

適正かつ迅速
な処理割合

１００％ 1,200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

55 総

公務災害補
償等審査
会、認定委
員会

議員・その他非常勤
の職員等の生活の安
定と福祉の向上に資
する。

議員並
びにそ
の他非
常勤職

員

内
部

0
審査会委員の委嘱は
行っていたが、審査
案件がなかった。

Ａ 112
現状維

持
なし 維持

55

公務災害補
償等審査
会、認定委
員会

公務災害補償
等審査会の設
置

適正な事務手
続割合

１００％
審査案件
無く開催
せず

0
公務災害補償
等審査会の設
置

適正な事務手
続割合

１００％ 31
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

55

公務災害補
償等審査
会、認定委
員会

公務災害補償
等認定委員会
の設置

適正な事務手
続割合

１００％
審査案件
無く開催
せず

0
公務災害補償
等認定委員会
の設置

適正な事務手
続割合

１００％ 81
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

56 総

市町村職員
共済組合と
の連絡、調
整

相互の信頼、協力体
制を保持し、円滑な
共済組合事業を実施
する。

職員
内
部

共済組合と連絡を密
にし、業務を円滑に
行った。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

56

市町村職員
共済組合と
の連絡、調
整

保険、休業、
災害に係る給
付金の請求

請求件数 ２００件 １８７件
保険、休業、
災害に係る給
付金の請求

請求件数 ２００件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

56

市町村職員
共済組合と
の連絡、調
整

扶養認定、取
消

認定、取消件
数

１００件 １６０件
扶養認定、取
消

認定、取消件
数

１００件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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56

市町村職員
共済組合と
の連絡、調
整

退職共済年金
の請求

請求件数 １００件 ９２件
退職共済年金
の請求

請求件数 １００件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

56

市町村職員
共済組合と
の連絡、調
整

貯金、貸付金
の申請

申請件数
１０００
件

９７２件
貯金、貸付金
の申請

申請件数
１０００
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

57 総
各種照会回
答等

他の自治体等との情
報交換及び職員の服
務に関する事務処理

県・市
町村・
各課か

い

内
部

各種照会回答に対し
迅速かつ的確に回答
している。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

57
各種照会回
答等

各種照会回答
迅速かつ的確
な回答率

１００％
１００％
（１１０
件）

各種照会回答
迅速かつ的確
な回答率

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

57
各種照会回
答等

各種申請及び
届出の処理

迅速かつ的確
な回答率

１００％
１００％
（７４６
件）

各種申請及び
届出の処理

迅速かつ的確
な回答率

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


